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1住之江区地域福祉ビジョンとは 

 「住之江区地域福祉ビジョン」とは、住之江区が特色ある地域福祉の取り組みをどのように

進めるかを、区民、社会福祉法人、企業、NPO＊１などの地域で活動する多種多様な団体や公

的機関において、理念や目標、取組方針などを示し共有するものです。 

 令和 4年度までは、「ふだんのくらししあわせプラン～住之江区地域福祉計画～」として策定

していましたが、よりわかりやすい内容となることをめざして、構成を抜本的に見直し、名称を

「住之江区地域福祉ビジョン」に変更しました。 

 

 

2改訂の経過 

 住之江区では、大阪市の地域福祉計画を効果的に進めるために、平成 18年 3月に「住之江

区アクションプラン(地域福祉行動計画)」を策定しました。 

平成 24年 12月に、「市政改革プラン＊２」に基づく、「ニア・イズ・ベター＊３」(補完性・近接性

の原理)の考え方のもと、めざすべき方向性や取り組むべき課題等を示した「大阪市地域福祉

推進指針」が策定されました。この指針に沿って、住之江区は、区全体の課題に対する具体的

な取り組みを示すために、平成 18年に策定したアクションプランを見直し「ふだんのくらしし

あわせプラン～住之江区地域福祉計画～」を平成 27年 3月に策定しました。その後、毎年度

改訂を行い、地域ごとの課題や取り組みなどを更新してきましたが、厚生労働省「市町村地域

福祉の考え方」より、地域福祉計画期間は概ね 5年とし 3年で見直すことが適当と考え方を

示しており、「大阪市地域福祉基本計画」についても 3か年ごとに改訂していることから、「住

之江区地域福祉ビジョン」についても 3か年ごとに改訂することとします。 

 

 

3計画期間 

「住之江区地域福祉ビジョン」は「大阪市地域福祉基本計画」に合わせて令和 6年度から令和

8年度までの 3か年とします。 

 

 

 

 

 

第１章 住之江区地域福祉ビジョンの考え方 
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4住之江区地域福祉ビジョンの位置づけ 

「住之江区地域福祉ビジョン」は、社会福祉法第 107条に基づく「市町村地域福祉計画」を

形成するものであり、区の実情や特性に応じた、地域福祉を推進するための中心的なビジョン

です。地域福祉に関する区の方針に基づき、住民の地域福祉活動を支える取り組みの展開や

区域全体に共通する福祉課題への対応を、区民、関係機関、行政が一体となり推進します。 

 市地域福祉基本計画は、地域福祉に関する本市の基本理念や市全域で実施すべき基礎的な

取り組み等を示すとともに、区地域福祉ビジョン等を支援する基礎的な計画となります。 

 

 位置づけ 内容 

住之江区 

地域福祉ビジョン 

区の実情や特性に応じ

た地域福祉を推進する

ための中心的な計画 

・地域福祉に関する区の方針 

・住民の地域福祉活動を支える取組 

・区域全体に共通する福祉課題への対応 

大阪市 

地域福祉基本計画 

区地域福祉計画等を支

援する基礎的計画 

・基本理念、目標 

・各区に共通した福祉課題への対応とし

て、最低限実施する基礎的部分となるし

くみや、市全域で中長期的な視点をもっ

て進めていくことが必要な取組 
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1基本理念 

地域共生社会とは、だれもが、同じ地域で、自分らしく安心して暮らし続けていくことができ

る社会であり、それは「人権が尊重される、差別のない社会」が実現された社会と言えます。 

「大阪市地域福祉基本計画」では、住民や行政をはじめ地域に関わるすべての人が共に地域

福祉の推進に取り組んでいくために、「だれもが自分らしく安心して暮らし続けられる地域づく

り」を基本理念として掲げています。 

また、「住之江区将来ビジョン」では「子どもから高齢者まで、住之江区で暮らし、学び、働く

すべての人が、自分の将来に夢と希望を持って地域など、周りの人々と幸せに暮らすことがで

きるまち」をめざすべき将来像として掲げています。 

 「大阪市地域福祉基本計画」の基本理念と「住之江区将来ビジョン」のめざすべき将来像に基

づき、今回策定する「住之江区地域福祉ビジョン」においては、次の基本理念を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 基本理念・基本目標 
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2基本目標 

  本ビジョンの基本理念は「みんなで助け合い、自分らしい暮らしを安心して送ることができ

るまち」の実現をめざし、次の２つの基本目標を掲げます。 

 

基本目標 1 気にかける・つながる・支え合う地域づくり 

 地域には、高齢者、障がい者、子ども、外国につながる市民＊4 といった世代や背景が異なる

人々が暮らしています。身近な地域に暮らすもの同士が、お互いを気にかけ、つながりを持つ

ことで、日々の変化に気づくことができます。 

 変化に気づいた人が自ら助けることができない場合や解決が難しい場合であっても、地域で

見守り、適切な支援につなぐことで支え合うこともできます。 

 さらに、災害などいざという時に「どこにどんな人が住んでいて、どんな助けを待っているか」

などの重要な情報を、安否確認や救助活動に役立てることができます。 

 そのため、人と人とのつながりにおいて、お互いが配慮し存在を認め合い、支え合うことで、

地域で孤立せず自分らしい生活を送ることができるような、「気にかける・つながる・支え合う

地域づくり」を進めます。 

→具体的には第3章「気にかける・つながる・支え合う地域づくり」に沿って取り組みを推進していきます。 

 

基本目標 2 だれでも・いつでも・なんでも言える相談支援体制づくり 

 だれもが地域で自分らしく安心して暮らし続けるためには、「不便さや生きづらさを感じたと

き」に、だれかの手助けが必要になります。 

 また、解決が難しいさまざまな課題を抱えた人や、家族全体に支援が必要な人の中には、「ど

こに相談したらよいかわからない」と感じている人も多く、必要な手助けを十分に受けること

ができていない可能性があります。 

 これらの人が抱えるさまざまな課題を解決するには、その声に耳を傾け、地域全体の課題と

して受け止め包括的な支援を行うことができるしくみづくりをつくる必要があります。支援を

必要とする、すべての人に必要な支援が行き届く地域社会の実現に向けて、生活の場である

地域を基盤として、「だれでも・いつでも・なんでも言える相談支援体制づくり」進めます。 

→具体的には第5章「だれでも・いつでも・なんでも言える相談支援体制の充実」に沿って取り組みを推進していきます。 
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1 住之江区を取り巻く現状・課題・取り組み 

（1）人口および世帯数の推移  

 

 

 

 

【現状】 

住之江区は大阪市24区中9番目の人口の多さで、令和4年度の人口は117，789人で、平

成30年度より4，173人減少し、減少率は3％です。年齢（3区分）別にみると、年少人口(0～

14歳)1,386人減・生産年齢人口(15～64歳)2,886人減・高齢者人口(65歳以上)99人増

となっており、少子高齢化が進んでいることがわかります。 
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第３章 気にかける・つながる・支え合う地域づくり 
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（2）高齢者の状況 

 

 

 

 

 

 大阪市全体と住之江区の高齢者率を比較すると、大阪市全体が横ばいであるのに対し、住之

江区は年々少しずつ上昇しています。 

また、24区の高齢者率を比較すると、西成区、大正区についで住之江区は 3番目に高齢者

率が高く、最も低い中央区と比較すると 16.3％差があります。 
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住之江区の高齢者は令和2年度をピークに減少していますが、75歳以上の後期高齢者は、

増加傾向にあります。 
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（3）要支援・要介護認定数の状況 

 

 

 

 

 

【現状】 

住之江区は大阪市24区中9番目に要支援者認定者・要介護認定者数が多く、年々増加傾向

にあります。令和4年度は9，726人で平成30年度に比べて、751人増えており、増加率は

8％です。 
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【課題】 要介護者認定数の増加について 

今後、団魂の世代＊６（昭和 22年～24年生まれ）が 75歳以上になることで、さらに要介

護認定者数が増えると見込まれます。 

また、高齢化の影響や核家族化などのさまざまな要因により、要介護者と介護者が高齢者

である「老老介護」が課題になっています。 

 

【取組】 

住之江区内の各地域において、認知症や介護予防を目的とした「いきいき百歳体操」や「ふ

れあい喫茶」、「健康ウォーキング」などを開催しています。引き続き区民の方々に介護予防へ

の意識づけのため、啓発を行い、地域活動への参加を促します。 

 

【課題】 介護従事者の慢性的な人材不足について 

要介護者の増加により、介護従事者の人材不足が常態化しており、介護を必要としているに

も関わらず、必要なサービスが受けられない高齢者が増えている現状です。介護などの現場に

おける福祉人材の確保は重要な課題となっています。 

 

【取組】  

  今後、増加する地域の高齢者ニーズに対応するために、介護保険制度において配置が行わ

れている「生活支援コーディネーター＊７」は住之江区社会福祉協議会＊８や地域包括支援センタ

ー＊９などの専門職と連携しながら地域資源の把握やネットワーク化、ボランティア等の担い手

の養成・発掘等の地域資源・サービスの開発などを担います。 

また「介護予防ポイント事業＊１０」を実施し、高齢者が地域福祉活動に参加するきっかけづく

りに取り組んでいます。 

「地域包括ケア＊1１」という考え方のもと、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者を支え

るために、「在宅医療・介護連携支援コーディネーター＊1２」を区医師会に配置し、医療と介護の

「橋渡し役」として地域の医療関係や介護事業所等に対する連絡調整、情報提供等を行いま

す。 
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（4）認知症高齢者数(65歳以上)の状況 

 

 

 

 

 

【現状】 

住之江区は大阪市24区中10番目に認知症高齢者が多く、また認知症高齢者数は年々増加

傾向にあります。令和4年度は1,865人で平成30年度に比べて135人増えており、増加率は

7％となっています。 

 

【課題】 認知症高齢者増加について 

全国的に認知症高齢者が増えており、それに伴い認知症を患っている人が認知症患者を介

護する「認認介護」も課題となっています。 

 

【取組】  

住之江区では、平成 28年度に認知症初期集中支援チーム「さざんかオレンジチーム」＊1３を

設置しました。認知症の疑いのある方と、その家族を訪問し、状況に合わせた支援の方向性を

検討し、本人や家族支援などの初期支援を包括的・集中的に行っています。また関係機関と連

携を行い、地域の認知症対応力向上に取り組んでいます。 
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【課題】 認知症高齢者の徘徊事案の発生 

認知症が原因で、外出後に自宅に 1人で帰れず、行方不明となってしまう事案が発生して

います。 

 

【取組】  

住之江区社会福祉協議会の「見守り相談室＊1４」では、認知症高齢者等の行方不明事案等の

再発を防止するために警察と連携して、保護された本人の同意またはその家族からの相談を

もとに「見守り相談室」への事前登録や医療機関への受診の勧奨を行うとともに、介護保険サ

ービスを利用するための支援等の取り組みを進めています。 

 

【課題】 高齢者の「セルフ・ネグレクト＊１５」について 

認知症を 1つの要因として、高齢者が「セルフ・ネグレクト」に陥る場合があります。セルフ・

ネグレクトに陥ると、いわゆるごみ屋敷や行政サービス等の拒否が起こるなど、生活の質の低

下や孤立のリスクが高まります。 

【セルフ・ネグレクトになると・・・】 

□家の前や室内にごみが散乱した状態になる 

□極端に汚れている衣類を着用したり、失禁しても放置している 

□窓や壁などに穴が開いていたり、傾いている家に住み続けている 

□生活に必要な最低限の公的制度、介護、福祉サービスの利用を拒否する 

□治療が必要な病気やけががあっても、受診・治療を拒否する 

 

【取組】  

セルフ・ネグレクトに陥る原因はさまざまですが、1つの要因としては地域や人とのつながり

の希薄化があげられます。高齢者虐待対応マニュアルでは、高齢者虐待防止ネットワーク機能

の一つである「見守りネットワーク」について、「住民が中心となって虐待の防止、早期発見、見

守り機能を担うもの」としています。各地域における地域活動を通じて、地域と地域包括支援

センターなどが、連携して行う、高齢者の見守りやセルフ・ネグレクトの早期発見、孤立防止な

どの支援を取り組んでいきます。 

 

 

 

〇近所の異変に気づいたら 
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（5）高齢者虐待の状況 

 

 

 

 

【現状】 

養護者による高齢者への虐待(疑いを含む)状況をみると、通報等件数は全国・大阪市とも

に増加傾向にあります。 

 

【課題】 高齢者虐待について 

多様な形態の虐待があり、虐待に対して悪いという自覚がない場合や、日々の介護等のスト

レスが積み重なり、無意識のうちに虐待を行っている場合、また、虐待を受ける人が自らＳＯＳ

を発信できない、あるいは発信が難しい状況があります。 
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出典：厚生労働省老健局 
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34,057 
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（各年度末現在） 
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【取組】 

虐待防止に向け、虐待についての知識・理解の普及やネットワークの構築、施設従業者等の

意識向上に取り組んでいきます。 

また、虐待対応に従事する行政職員の専門性の確保に取り組んでいきます。 

 

＜参考＞高齢者虐待の定義 

身体的虐待 暴力行為や外部との接触を意図的、継続

的に遮断する行為 

殴る、蹴る、やけどさせ

る、玄関に外カギをつけ

て自由に外出させない等 

介護・世話の放棄や放

任 

意図的の有無に関わらず、介護や生活の

世話を行っている家族がそれを放棄や放

任し、生活環境や身体・精神的状態を悪化

させていること 

入浴させない、食事を与

えない、介護・医療サービ

スを受けさせない等 

心理的虐待 脅しや侮辱などの言語、威圧的な態度、無

視などの嫌がらせなどによって精神状態

を悪化させること 

罵声をあびせる、嘲笑

う、誹謗中傷等 

性的虐待 本人との間で合意が形成されていない、

あらゆる形態の性的な行為またはその強

要 

裸の状態で放置する、性

的行為の強要等 

経済的虐待 本人の合意なしに財産や金銭を利用し、

本人の希望する金銭の使用を理由なく制

限すること 

年金・預貯金の無断使

用・取りあげ、預貯金の

無断使用等 
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（6）障がい者手帳所持者数の状況 

 

 

【現状】 

 住之江区の障がい者の手帳合計所持者数は、増加傾向になっています。 

 

【課題】 多様な障がいへの支援について 

障がい者手帳所持者が年々増加し、個人が抱える課題が複雑・多様化しています。 

 

【取組】  

福祉サービスを適切に利用できるよう、ホームページや区保健福祉センターの窓口等、さま

ざまな機会をとらえ、必要な情報を提供します。 

また、 相談支援体制の充実・強化を図るために、区保健福祉センターの他、区障がい者基幹

相談支援センター＊1６が、地域における相談支援の中核的な役割を担い、地域の相談支援事業

者の後方支援を実施しています。 
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（7）障がい者虐待の状況 

 

現状 

 障がい者虐待相談件数は年々増加傾向にある一方、虐待と判断された件数は年々減少傾

向にあります。平成 27年度と令和 3年度を比較すると、相談件数は 404件増えた一方、虐

待と判断した件数は 26件減っています。 

 

【課題】 障がい者虐待について 

これまでの取り組みにより、障がい者の方の社会進出の増加や障がい者虐待に対する認識

が高まり、相談件数が増加していると考えられます。 

虐待と判断された件数は減少傾向にありますが、障がいのある方が積極的に社会で活躍さ

れることにより、これまで見えなかった多様な虐待の形が顕在化しており、引き続き、障がい

者虐待ゼロを目指し取り組む必要があります。 

 

【取組】  

虐待の防止、早期発見につながるよう、広く市民に対して啓発や広報に取り組みます。また、

擁護者等の虐待について、区保健福祉センター及び区障がい者基幹相談支援センターは、関係

機関と連携し、養護者の介護負担の軽減や経済状態の改善等、家庭内の問題解消に向けて必

要な支援や専門職による助言を行うなどの後方支援に取り組みます。 
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〇障がいのある人のためのマークご存知ですか？ 
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 (8）児童虐待の状況 

 

【現状】 

児童虐待相談件数は全国、大阪市ともに増加傾向にあります。 

 

【課題】 児童虐待の発生予防と早期発見・早期対応 

全国的に、児童相談所への相談件数は増加の一途をたどっており、大阪市も同様の傾向に

あります。児童虐待は、こどもや青少年の心身の発達や人格の形成に重大な影響を与え、最悪

の場合、生命にもかかわります。重大な児童虐待をはじめとして、あらゆる児童虐待を未然に

防止することが課題であり、いざという時には可能な限り早い段階で発見することが重要で

す。 

 

【取組】  

出産後間もない時期等に、専門職が訪問して子育て家庭を支援し、こどもの健やかな育ちと

子育て不安の軽減を図るとともに、こどもや保護者の心身の健康状態など、子育て家庭にお

ける不安や兆候や課題を早期に発見し、関係機関が連携しながら適切な支援を行います。地域

での児童虐待の予防体制づくりを推進するとともに、積極的な啓発活動を行います。 

また、関係機関や地域との連携により相談体制を充実し、児童虐待の早期発見と迅速で適

切な対応を推進します。 
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【課題】 ヤングケアラー＊１７について 

ヤングケアラーとは、本来大人が担うと想定されているような家事や家族の世話などを日

常的に行っている子どもたちのことです。子どもとしての時間を引き換えに、家事や家族の世

話などに時間を費やすことで、友達と遊ぶことや勉強することができなかったり、学校生活に

おいては、ケアをしている子どもが、欠席や遅刻、宿題忘れの回数が多い傾向にあり、友人関

係や部活動、自分と家族との関係のことといった悩みを抱えている子どもが多いことが課題

となっています。 

 

【取組】 ヤングケアラーの支援について 

社会がヤングケアラーのことを認識し、身近な人が気づき、理解し、手を差し伸べることが支

援につながります。そのため、福祉や介護の関係機関、地域の関係者などへの周知や啓発を進

めていきます。また、区役所においては、ヤングケアラーの相談窓口を設置するなど必要に応

じて支援につなげられるよう取り組みを進めています。 

  

【ヤングケアラーとは、例えばこんな子どもたちです】 
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（9）生活困窮者の状況 

 

 

【現状】 

生活困窮者自立支援窓口相談件数は、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けて、令和２

年度が一番多く、それ以降は減少傾向にあります。 

 

【課題】 生活困窮者自立支援について 

 生活保護受給に至る前に、生活困窮世帯からの相談を受け、必要な支援を行う、または必要

な支援につなぐことで、自立を支援することが課題です。生活困窮者は、経済的困窮のみなら

ず複合的な課題を抱えて社会的にも孤立していることが多いと考えられます。複合的な課題

を抱える生活困窮者に対しては、制度の狭間に陥らないよう広く受け止め、多様な問題に対し

て包括的な支援が行える相談支援体制が必要です。 

 

【取組】  

生活保護に至っていない生活困窮者に対する第二のセーフティネット＊1８として包括的な支

援体制を整えるため、生活困窮者自立支援事業を実施しており、住之江区においても生活自

立支援相談窓口「くらしアシスト住之江＊1９」を設置しています。どのような支援が必要かを相

談者と一緒に考えながら、具体的な支援プランを作成するなど、相談者に寄り添いながら自立

に向けた支援を行っています。 

また、生活困窮者自立支援制度や相談窓口の広報について、区内の支援機関や地域のキー

パーソン＊２０が集まる会議等において周知する等、アウトリーチ＊２１的な活動を行い、真に支援

が必要な方、将来貧困に陥るおそれのある方を気にかけ、積極的に予防策を講じることができ

るよう取り組んでいます。 
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〇生活にお困りのときは 
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（10）災害時における要援護者の状況 

 

 

 

【現状】 

 平成7年の阪神・淡路大震災では、消防などの防災関係機関の救援が行き渡ることが極めて

厳しい状況の中、家屋や家具の下敷きになった人たちを、隣近所の人たちが力をあわせて救

出した割合が、全体の約98％とも言われています。また、平成23年の東日本大震災の際に

も、地域住民自身による「自助」、地域コミュニティにおける「共助」が避難所運営等において重

要な役割を果たしました。 

住之江区は、川と海に面しており、大和川の氾濫、高潮及び内水氾濫による浸水と東南海・

南海地震及び南海トラフ巨大地震による津波浸水が想定されています。 

 また住之江区の要援護者数は年々増加傾向にあり、令和 5年度は 7，380人で R4年度に

比べて 168人増えています。 

 

【課題】 防災意識の向上について 

これまでの災害で明らかになった状況を踏まえ、各家庭での災害への備え（備蓄や家具の固

定等）に対する「自助」、自主防災組織より身近で隣近所で助け合う「近助」、地域で助け合い被

害拡大を防ぐ「共助」に対する一層の意識の向上が必要となっています。 
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【取組】  

防災意識の向上に向け、町会や自主防災組織をはじめ、学校や民間企業等の幅広いコミュニ

ティ層に対して、「自助」「近助」「共助」への理解の浸透を図る研修や出前講座を行います。 

また、災害時における要援護者への支援として、要援護者ひとりひとりの避難先や避難支援

の流れなどを、要援護者とご近所（支援者）との間であらかじめ決めておく「個別避難計画」の

作成支援に取り組みます。 

 

 

 

 

  

〇災害に対する備えは万全に 
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１．圏域の考え方 

 生活上のさまざまな課題を解決し、地域で自分らしく安心して暮らし続けていく

ためには、行政による福祉サービスの提供だけでなく、住民をはじめ地域に関わる

すべての人が互いに支え合い、活動していくことが不可欠です。 

 「地域」は、活動の内容やサービスの内容などによって、さまざまな枠組みがある

ことから、本ビジョンにおいては、市地域福祉基本計画に沿って、次の図のように

段階的なものとして「地域」をとらえ、各圏域で構築されるさまざまな主体がそれ

ぞれの役割を果たしながら、相互に連携・協働していくように、重層的に圏域を設

定します。 

小地域（概ね小学校区）は、深夜や休日、災害発生直後など公的支援が届かない

場合においても助け合うことができ、また、日常的に課題を共有し、具体的な行動

を起こしやすい圏域であり、地域福祉を推進するにあたって基本となる圏域として

位置づけます。 

 

 

第４章 住之江区１４地域の実情と取り組み 
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２．地域活動協議会について 

住之江区の小地域は１４地域あり、それぞれの地域で「地域活動協議会」が形成

されています。「地域活動協議会」とは、おおむね小学校区を範囲として、地域団体

や NPO、企業などいろいろな団体が集まり、団体同士が連携・協力して地域の活

性化や課題解決に取り組んでいます。 
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３．住之江区小地域１４地域の実情と取り組み 

 

人口：令和 5年 9月末日現在 

二次元コードのリンク先から各地域活動協議会の最新の取り組みをご確認いただけます。 
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人口：令和 5年 9月末日現在 
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人口：令和 5年 9月末日現在 
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1 相談支援体制の充実 

これまで大阪市では、高齢者、障がい者、児童といった各福祉分野や生活困窮者に対する施

策や相談支援体制の充実を図ってきました。 

一方で、少子高齢化、単身世帯の増加、地縁・血縁の希薄化などが進み、福祉課題が一層複

雑化・多様化・深刻化するなか、複合的な課題を抱えた個人や世帯では、既存のしくみだけで

は解決できない問題が生じています。 

こうした複合的な課題を抱えた人を支援するため、施策分野を横断的かつ包括的に相談・支

援を行う、相談支援体制の充実に取り組みます。 

 

（１）複合的な課題等を抱えた人への支援 

既存の支援のしくみでは解決ができない複合的な課題を抱えた人や世帯を適切な支援につ

なげるため、区保健福祉センター（生活支援課）が「調整役」となり、様々な分野の相談支援機

関や地域の関係者などが一堂に会し、世帯全体の支援方針を検討・共有するとともに、支援に

あたっての役割分担を明確にする、総合的な支援調整の場「つながる場」の積極的な活用を進

めます。 

 

(２)区職員の「気づき」で支援につなげる取り組み 

相談支援体制があっても、自ら SOSを発信できていない方、既存の支援制度で支援でき

ていない方がおられます。住之江区役所では、区民の方の来庁時等に、何か困り事を抱えてお

第５章 だれでも・いつでも・なんでも言える 

相談支援体制の充実 
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られないかの「気づき」や「感度の向上」を図るため、研修等の機会を通して、意識づけを進め

ています。小さなサインに気づき、職員から声をかけ、必要な支援につなげられるよう取り組

みます。 

 

（３）地域における見守り活動との連携 

  自ら相談できない、あるいは孤立死の高い人や世帯に対しては、「見守り相談室」の CSW

がアウトリーチを行っていますが、そのような人や世帯の中には制度の狭間に陥り支援につ

ながっていないケースや複合的な課題を抱えているケースもあります。 

  こういった課題を解決するために、CSW が地域の関係者と連携して、より身近な地域で早

期に課題を発見し、「つながる場」を活用して適切な支援につなげるなど、地域における見守

り活動と連携して取り組んでいきます。 

 

（４） 住之江区役所の窓口案内  （〒559－８６０１ 大阪市住之江区御崎3丁目1番17号） 

名称 相談対象・内容 相談窓口・電話番号 

保健福祉課 福祉 福祉にかかる総合相談、障が

い者に関する各種手続き 等 

１階３番窓口 

６６８２－９８５７ 

子育て支援 子育て相談、助産制度、子ども

の虐待、DVに関すること 等 

１階３番窓口 

６６８２－９８７８ 

高齢・介護保険 要介護認定、介護保険料、高

齢者福祉、敬老優待乗車証 等 

１階４番窓口 

6682－９８５９ 

健康支援 母子健康手帳・予防接種手帳、

乳幼児健診、がん検診 等 

３階３１番窓口 

６６８２－９８８２ 

食品・環境衛生・環境保全(公

害、ネズミ・昆虫等の駆除 等 

３階３１番窓口 

６６８２－９９７３ 

地域保健活動 保健師による健康相談、精神

保健福祉相談、健康づくり 等 

３階３１番窓口 

６６８２－９９６８ 

生活支援課 生活保護 生活保護の相談手続き、民生・

児童委員に関すること 等 

２階２４番窓口 

６６８２－９８７２ 

生活困窮 生活困窮者自立支援に関する

こと 等 

２階２６番窓口 

６６８２－９８２４ 

協働まちづくり課 地域福祉 地域福祉・いわゆるゴミ屋敷

に関する相談 等 

４階４３番窓口 

６６８２－９８３２ 

防災・防犯 防災・防犯、空き家、個別避難

計画に関すること 等 

４階４３番窓口 

６６８２－９８７５ 
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（５） 住之江区社会福祉協議会 （〒559－００１３ 大阪市住之江区御崎４丁目６番 1０号） 

 社会福祉協議会は、社会福祉法に基づき、全国・都道府県・市区町村ごとに設置されている

民間の団体です。住之江区在宅サービスセンターは、愛称「さざなみ」として区民の皆様に親し

まれ、地域の方々と力を合わせて福祉のまちづくりを進めているほか、ボランティア活動の相

談や紹介・登録、学校における福祉教育の支援等、地域福祉活動の拠点としての役割を果たし

ています。また、見守り相談室では、高齢者の方・障がいをお持ちの方・子育て中の方やご家族

等からのさまざまな福祉に関する相談を受けています。 

 

名称 相談対象・内容 電話番号 

住之江区社会福祉協議会 地域で安心して暮らせるための

様々な相談 等 

6686-2234 

住之江区ボランティア・市民

活動センター 

ボランティア、市民活動に関する

相談 等 

6686-2234 

見守り相談室 要援護者や社会的孤立者への対

応 等 

6686-2243 

 

（６） 地域包括支援センター 

 地域包括支援センターは、住み慣れた地域で自分らしく生活できるよう、高齢者の方を支援

します。介護保険を利用したい、近所に気になる高齢者がいるなど、介護と生活に関する相談

を総合的に受けています。また、消費者被害の防止や、高齢者虐待の防止、成年後見制度の活

用支援などにも取り組んでいます。 

名称 住所・電話番号 相談対象地域 

住之江区地域包括支援セン

ター（さざなみ１階） 

御崎 4－6－10 

TEL ６６８６－２２３５ 

住之江・住吉川・清江・平林・

新北島地域 

新北島ブランチ 

（ケアハウス豊泉家１階） 

新北島７－４－２０ 

TEL ６６８３－４３２１ 

平林・新北島地域 

さきしま地域包括支援セン

ター 

南港中２－１－９９ 

TEL ６５６９－６１００ 

南港緑・花の町・海の町・太

陽の町地域 

安立・敷津浦地域包括支援セ

ンター 

南加賀屋３－９－２ 

TEL ６６8３－６６５０ 

安立・敷津浦地域 

加賀屋・粉浜地域包括支援セ

ンター 

粉浜西２－７－２１ 

TEL ７６７０－１７７７ 

 

加賀屋・加賀屋東・粉浜地域 

加賀屋ブランチ 

（ブルーム北加賀屋） 

北加賀屋１－５－６ 

TEL ６６８２－２９４１ 
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※本ビジョン内に掲載しているもの 

 

＊１ NPO 

Non Profit Organization の略語で、法人格の有無や活動の種類とは関係なく、自発

的に非営利の市民活動を行う民間組織のことです。 

 

＊２ 市政改革プラン 

「成長は広域行政、安心は基礎自治行政」という考え方を基本に、大阪にふさわしい大都市

制度の実現を見据え、基礎自治行政について、現在の大阪市の下で、「ニア・イズ・ベター」

を徹底的に追求した新しい住民自治と区政運営の実現、ムダを徹底的に排除した効果的・

効率的な行政運営をめざし策定されました。 

 

＊3 ニア・イズ・ベター 

住民に近いところで行われる決定ほど望ましい、という地方分権の基本的な考え方です。 

 

＊４ 外国につながる市民 

日本国籍を取得した人や戦前・戦後に日本に引き揚げてきた人、親が外国籍である子ども、

海外から帰国してきた子どもなどについては国籍が日本であっても、外国籍の人と同様

の課題を抱えている場合があります。 

「外国人住民」ではこれらの人々が含まれないため、大阪市では、施策や事業の対象として

は「外国につながる市民」という呼称を使用しています。 

 

＊５ 高齢者率 

高齢者人口÷（総人口−年齢不詳人口）×100 

※高齢者人口は 65歳以上の人口を指します。 

 

＊６ 団魂の世代 

第一次ベビーブームが起きた、昭和22年～昭和24年に日本において生まれた人を指し

ます。 

 

＊７ 生活支援コーディネーター 

高齢者がお住まいの地域で、元気でいきいきと暮らし続けられるよう、住民やさまざまな

関係団体と連携しながら、介護予防の取組み、居場所づくり、生活支援の活動などを推進

しています。 

 

 

参考 用語解説   
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＊８ 住之江区社会福祉協議会 

社会福祉協議会は、地域の方々や福祉・保健・医療等の関係機関や専門家、当事者組織な

どで構成されている民間の福祉団体です。 

区内の関係機関・団体との連携を図りながら、地域の福祉課題に応じたきめ細かなサービ

スの検討・実施や住民活動の支援・広報活動、区内の福祉に関わるネットワークづくり等、

地域福祉の向上のためのさまざまな事業を行っています。 

 

＊９ 地域包括支援センター 

高齢者の暮らしを地域でサポートするための拠点として市町村が設置している機関です。 

高齢者やその家族から介護や福祉の相談を受け、必要なサービスにつなげたり、地域のみ

なさんと高齢者を支える地域づくりを進めたりするなど、さまざまな分野において、総合

的に高齢者とその家族を支える地域の窓口です。 

 

＊１０ 介護予防ポイント事業 

大阪市内にお住まいの 65歳以上の方（大阪市介護保険第 1号被保険者）が、特別養護老

人ホームなどの介護保険施設等での介護支援活動、保育所や認定こども園（幼保連携型、

保育所型）での、保育支援活動、本事業による支援を受ける方のご自宅で生活支援活動を

行った場合に、ポイントが貯まり、貯まったポイントを換金することができる事業です。 

 

＊１１ 地域包括ケア 

重度な介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続ける

ことができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される体制のこと

です。 

 

＊１２ 在宅医療・介護連携支援コーディネーター 

市町村ごとに窓口が設置されており、医療・介護関係者、地域包括支援センター等からの、

在宅医療と介護の連携に関する相談に対応します。 

 

＊１３ 認知症初期集中支援チーム「さざんかオレンジチーム」 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み馴れた地域でよい環境で暮らし

続けられるために、認知症診療・ケアの経験豊富な医師と、医療・介護福祉の専門職で構成

するチームが、適切な医療や介護サービス等に結びついていない在宅の認知症または認

知症の疑いのある方及びその家族を訪問し、一人ひとりの状況に合わせ、支援の方向性を

検討し、ご本人やご家族の自立した生活のサポートを集中的に行います。 
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＊１４ 見守り相談室 

だれもが安心安全に暮らせる地域社会の実現に向けた、地域における要援護者の見守り

ネットワーク強化事業を実施するために設置された相談室です。住之江区社会福祉協議会

内に福祉専門職のワーカーを配置しています。 

 

＊１５ セルフネグレクト 

本人自身の基本ニーズ（衛生面、服飾面、食事など）を顧みない行為のことです。 

 

＊16 障がい者基幹相談支援センター 

障がいのある方やその家族等の地域における生活を支援するため、福祉サービスの利用

援助、社会資源の活用、ピアカウンセリング、介護相談、権利擁護のために必要な援助、専

門機関等の情報提供などを行う中核的な機関です。 

 

＊１７ ヤングケアラー 

家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められる子ども・若者の

ことです。 

 

＊１８ セーフティネット 

すべての人が安心・安全に暮らせる多層的・多元的な生活支援の機能・しくみのことです。 

 

＊１９ くらしアシスト住之江 

生活や仕事に困っている方を対象に、生活の自立に向けた相談窓口です。 

 

＊２０ キーパーソン 

物事にあたって、重要な働きをする中心人物のことで、問題を解決する手がかりや、物事

を理解する上で、重要な部分を持っている人のことを指します。 

 

＊２１ アウトリーチ 

生活上の問題や課題を子超えているものの、福祉サービスの利用を拒んだり、支援者に対

して攻撃的、逃避的な行動を示す人に対して、本人からの要請がない場合でも、本人の元

に積極的に出向いて支援することです。 

 


